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要　約
　AI（人工知能）・深層学習技術のこれまでの歴史、進化を振り返るとともに、近年、特に注目を浴びている
ChatGPTに代表される大規模言語モデル（LLM）の特徴、LLMの特許実務における利活用、活用に際した
注意点を紹介する。深層学習モデルの一種である LLMは、これまで人間でなければ決して実行することがで
きなかった様々なタスクを可能にする革新的な技術である。本稿では、LLMの特許実務における利活用に焦
点をあてて説明する。また、弁理士である筆者が開発し、今年の4月から提供を開始した特許の読解支援AI
アシスタント「サマリア」が実現する機能を紹介する。また、本稿では知財実務・法務実務におけるAI の活
用事例、LLMに代表されるAI 技術が、知財業務・知財実務へどのように影響を与えるのか、具体的にどの程
度の業務を代替し得るのか調査結果を報告する。
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　4.2　「サマリア」はどのようなことを実現するか？
　　（1）　要約文（サマリ）作成
　　（2）　特許文書の読解支援
　　（3）　ノイズスクリーニング支援
　　（4）　分類付与支援
　　（5）　分類作成支援
　　（6）　発明評価支援
　4.3　特許情報サービスにおける注意点
5.AI 技術が知財実務へ与える影響
　5.1　どのような影響を与えるか？
　5.2　AI によりなくなる仕事
　5.3　知財実務・知財職種への影響
　　（1）　知財業務ごとの代替可能性
　　（2）　知財職種ごとの代替可能性
　　（3）　知財実務へ与える影響について
6.まとめ

1.AI・深層学習技術の進化と生成AI
　2022 年 11 月に OpenAI 社が発表した ChatGPT（1）（GPT は登録商標）とよばれる AI（人工知能）チャットボッ
トは、入力された質問文に対して、実際の人間のような自然な回答を行うことが可能な人工知能技術であり注目を
浴びている。
　本稿では、近年のAI 技術のブレイクスルーをもたらした深層学習技術の歴史について簡単に概観するとともに、
深層学習技術の一種である生成 AI、特に ChatGPT に代表される大規模言語モデル（LLM）の特徴、特許実務に
おける活用、活用に際しての注意点について説明する。
　また、弁理士である筆者が開発し今年の 4 月から提供している、LLM を活用した特許文書の読解支援アシスタ
ントサービス「サマリア（2）」について紹介する。
　LLM は、従来人間でなければ決して行うことができなかった「一部」のタスクをコンピュータにより実現可能
とする革新的な技術である。その影響は、特許実務においても例外ではない。一方、我々の行ってきたすべてのタ
スクを LLM が実行できるかというとそれは過大評価である。実際、現時点において「殆ど」の特許実務タスクを
LLMは満足に処理できない。
　LLMの得意な点、不得意な点、その両面を理解した上で、適切に活用していくことが大切である。

　1.1　AI の歴史
　AI の歴史について簡単に概観する。人工知能（AI、Artificial Intelligence）という用語は、1956 年ダートマス
会議において計算機科学者のジョン・マッカーシーにより提唱された。その後、第 1 次 AI ブームとよばれる時期
が 1974 年頃まで続く。第 1 次 AI ブームでは、創出された成果の殆どが実社会では使い物にならないものである
ことが判明し、失望とともにブームは終焉した。
　1980 年頃から、特定のタスク領域における専門家レベルの判断をルールとして規定し、コンピュータに判断さ
せる所謂「エキスパートシステム」が世界中の企業で採用されるようになり AI 技術に注目が集まる（第 2 次 AI
ブーム）。一方、専門家の知識の多くはルール化すること自体が困難、またはルール化するために多大なコストが
かかることが判明しブームは終焉した。
　2012 年頃に、画像データに含まれる物体の認識率を競う ImageNet 画像認識コンテスト（ILSVRC）において、
ジェフリー・ヒントンが率いる研究チームが、「ディープニューラルネットワーク」を用いた深層学習（ディープ
ラーニング）技術を用いた AlexNet と呼ばれる人工知能モデルを用いて、2 位に大差をつけて圧勝。この頃から、
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「深層学習技術」が注目を浴び、第 3 次 AI ブームとよばれる。第 3 次 AI ブームは、画像認識以外の自然言語処理
においても、トランスフォーマー、アテンション等の革新的な技術が生み出され、GPT-3 やその他の大規模言語
モデルの技術基盤となる。
　2020 年代前半には、StableDiffusion、midjourney と呼ばれる非常に高品質の画像を生成可能な AI が実現した。
そして、GPT-3、ChatGPT 等の質問に対して実際の人間のような自然な回答を行う AI チャットボットが実用化
され、広く一般社会で活用されつつある。現在を、第 4次AI ブームと呼ぶ向きもある。

　1.2　深層学習技術と生成AI
　深層学習技術（ディープラーニング）とは、多層のニューラルネットワークを重ね合わせた計算手法のことをい
う。ニューロンと呼ばれる簡単な計算ユニットを大量に、多層に重ね合わせることにより入力に対して複雑な出力
を可能にしたものである。
　一般に、深層学習技術においては目的に応じて、大量の教師データ（正解データ）により、多層のニューラル
ネットワーク（深層学習モデル）を学習させる必要がある。一方、深層学習技術の一種である生成 AI は、イン
ターネット上のテキストや画像を含む大規模なデータセット等を用いて予め深層学習モデルを学習させたものであ
る。そのため、生成AI は、教師データなしに、追加学習を行わずに利用できる点が特徴である。

　1.3　生成AI と大規模言語モデル（LLM）
　生成 AI には、入力されたテキストまたは画像に対して画像を出力する画像生成 AI（text-to-image model, 
image-to-image model）と、入力されたテキストに対してテキストを出力する文書生成AI（text-to-text model）
の 2 種類が広く利用されている。これらは、いずれも、大規模言語モデル（Large-scale Language Model）の一
種である。
　画像生成 AI には、2022 年 7 月に発表された midjourney（4）、2022 年 8 月に発表された StableDiffusion（5）、2022
年 9 月に発表されたDALL-E2（6）などがある。例えば、「A photograph of an astronaut riding a horse」などのテ
キスト（日本語でも構わない）を画像生成AI に入力すると、テキストを表現した画像が出力される（図 1）。

図 1　画像生成AI の出力結果（7）

　文書生成 AI は、ChatGPT（1）、GoogleBard（8）（登録商標）、MicrosoftBing チャット（9）などがある。これらは、利
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用者が入力した質問文（テキスト）に対して、回答文（テキスト）が出力される AI チャットボットである。本稿
においては、文書生成AI に注目し、特に、特許実務における具体的な活用事例を後述する。

2.大規模言語モデル（LLM）が可能にしたこと
　2.1　LLMとは
　大規模言語モデル（LLM）とは、予め大規模データセットにより学習された深層学習モデルの一種である。本
稿では、入力されたテキストに対してテキストを出力する文書生成AI を意味するものとして用いる。
　特に、本誌の読者においては日々、特許実務に取り組まれている実務家が多いことから、LLM の特許実務にお
ける利活用に注目し、実務家の方が日常業務で役立つ実践的な内容を提供する。
　なお、LLM の一例として OpenAI ChatGPT を用いた出力結果を参考情報として提供する。他の LLM において
は入力テキストの表現手法等の工夫が必要と思われるが、同様の処理は実行可能であろう。

　2.2　LLMの基本的な使い方
　LLM は、既に述べたとおり「予め大規模データセットにより学習された」ものである。そのため、大量の教師
データにより学習させる必要はない。
　LLM を使う際に入力する入力テキスト（プロンプトとよばれる）には、大きく分けて「ゼロショットプロンプ
ト」と、「フューショットプロンプト」という 2種類の質問形式がある。以下に、それぞれの質問形式を説明する。
　それぞれ難しいものではないので、LLM から適切な回答が得られない場合には、この 2 種類の質問形式に立ち
戻って質問すると良いだろう。

　（1）　ゼロショットプロンプト
　ゼロショットプロンプトとは、LLM に対して実行させたいタスクを直接的かつ明示的に指示する質問形式のこ
とをいう。LLM では、事前の教師データによる学習を一切行わなくても、以下のような質問文に対して適切な回
答結果を得ることができる（図 2）。

図 2　ゼロショットプロンプト

　（2）　フューショットプロンプト
　フューショットプロンプトとは、少数の入出力事例により LLM に対して実行させたいタスクを指示する質問形
式のことをいう。例えば、図 3 の事例では、「# 入力：＜英語の質問文＞ # 出力：＜スペイン語＞」というペアを
入力し、その後、「# 入力：＜英語の質問文＞」を入力することで、スペイン語の出力を回答させるものである。
LLM に対する指示を自然文で適切に表現できない場合に有効な方法である。本事例では、入出力事例として一事
例のみ例示したが、複数の入出力事例を入力することにより、より優れた回答結果を得ることが可能である。
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図 3　フューショットプロンプト

　2.3　LLMは知性を有するか？ LLMの限界
　LLM は予め膨大なデータセットにより学習された人工知能である。LLM は、人間でも驚くような優れた出力結
果を回答することがあり、非常に高度な問題解決能力を有するように感じるかもしれない。
　例えば、「知財論文において読者に関心を持ってもらうにはどうすれば良いか？」といった、非常に短い指示文
に対して図 4に示す優れた出力結果を得ることができる。

図 4　LLMは知性を有するか？

　しかし、LLM は、予め学習した過去の膨大なデータセットに基づき、「入力テキスト」に続く最も確率的に確か
らしい「出力テキスト」を出力するテキスト生成器にすぎない。具体的に、LLM は、人間の思考過程のように
「原理」や「法則」に従って出力結果を導出しているわけではない。
　例えば、LLM は、熱力学の法則や、ピタゴラスの定理のような自然法則を理解しているわけではない（そのよ
うなプログラムを明示的に内包していない）。ただし、それらに関して記述された過去の膨大なデータセット（論
文、特許等の事例）を学習しているため、それらに関する質問に対しても多くの場合、適切な回答を行うことがで
きる。
　ただし、LLM は、法則や原理に従って論理的に結論を導出しているわけではない点を理解することが重要であ
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る。そのため、自然法則や原理に対して「誤った」り「矛盾した」回答を行うことがある。これは、LLM を「テ
キスト生成器」として理解すると自然である。自然法則や原理を理解していない LLM にとって、生成される文章
には「正解」も「誤り」もないのである。
　LLM は、人間のような「知性」を有しない。あくまで「入力テキスト」に続く「出力テキスト」を生成する

「テキスト生成器」であることを理解して上手に活用することが大切である。

　2.4　LLMの特許実務における活用
　特許実務における LLMの活用事例を紹介する。
　なお、後述する通り利用する LLM の設定や契約に応じて、LLM へ入力した入力テキストが秘密管理されない
場合があるため、未公開情報を LLMへ入力する際には細心の注意を払う必要がある。

　（1）　明細書作成時の基礎情報の収集
　明細書作成時の基礎情報（背景技術）の収集および整理に LLM を活用することは有益である。例えば、明細書
執筆前の対象発明の基本構成を列挙させ、整理させる作業に活用できる。
　また、明細書中での事例列挙等（例えば、電気自動車のモーターの方式、材料など）にも用いることにより、記
載抜け、記載漏れを抑制できる。

図 5　基礎情報の収集

　（2）　クレームツリーの作成
　特許請求の範囲を入力テキストとして、各請求項の引用関係をツリー形式で表現するとともに、各請求項の要約
を記述したクレームツリーを作成することができる。明細書のチェック担当者や、クライアントへ明細書を納品す
る際に納品物の概要を説明する際に利用することができる。
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図 6　クレームツリーの作成

　（3）　拒絶理由通知の解析
　拒絶理由通知書等の文書は、箇条書きや表形式で整理されていないため、読解する際の認知コストが高い。
LLMに解析させることにより、拒絶理由通知書等を読みやすい表形式で出力させることができる。

図 7　拒絶理由通知書の解析
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　2.5　LLM活用における注意点
　LLM は革新的な機能を提供するものであるが、一方、活用にあたっての注意点も多い。主な注意点を以下に説
明する。

　（1）　ハルシネーション問題
　LLM がデータセットから学んだパターンをもとに、新たな文脈や情報を生成する際に、実在しない情報や事実
を生成する問題である。
　例えば、以下のような場合が想定される。
　例 1：「●●に関する特許公報番号を教えて」に対して実在しない公報番号を回答する。
　例 2：「●●に関する裁判例を教えて」に対して実在しない判例番号を回答する。
　なぜこのように実在しない情報や事実を生成するのか説明する。既に説明した通り、LLM はあくまで言語モデ
ルにすぎない。そのため、LLM は、あくまで「特許公報番号」というテキストに続く番号として、過去の学習
データに応じて、単に「特開 + 西暦 4 桁 + 数字 6 桁」を出力しようとする。もちろん、公報番号が存在するか否
かを検証することはしない。LLM は、実際に「●●に関する特許公報」を特許データベース等を検索して調べた
上で回答しているわけではない。
　LLM は、実際の人間のように特許データベースや判例データベースを検索した検索結果を提示しているわけで
はないので、回答結果に実在しない情報や事実が含まれる場合がある。そのため、個別具体的な特許番号や判例番
号等を検索する用途にはあまり向いていない。

　（2）　誤った回答や矛盾した内容を出力する
　LLM は単なる言語モデルなので、「対象物の構造」や、「自然原理」などを理解して回答を出力しているわけで
はない。回答内容は、誤った内容（例えば、構造的、自然原理的に矛盾した内容）が含まれる場合がある。単なる
言語モデルであるので、原理や論理の一貫性は担保されない。
　また、比較的データが豊富な領域（プログラミングコード）等においては高品質の出力結果が得られやすいのに
対して、データが乏しい領域では回答が不正確だったり不安定なものである場合が多い。

　（3）　入力データの再学習への利用
　LLM サービスの内容、利用規約、利用態様によっては、LLM へ入力されたデータが LLM の再学習に利用され
る場合がある。例えば、機密情報や、未公開発明を LLMに入力することは一般的には危険である。
　また、個人情報や、クレジットカード番号等を入力することも危険である。例えば、クレジットカード番号等が
学習されてしまうと、例えば「VISA あなたの名前」等と入力した第三者に対して、あなたのクレジットカード番
号が出力されてしまうだろう。

　（4）　ブラックボックス問題
　LLM に対する入力に対して、どのような内部構造により結果が出力されるかは基本的にはわからない。出力結
果に対する論理的な説明が要求される用途にはあまり向かない。
　また、既に述べたとおり、「正しい回答」が必ずしも得られるとは限らないため、結果物を見て善し悪し（正し
いか否か）がすぐ判断できる用途には向いている。一方、善し悪しがすぐに判断できない用途には一般的に向いて
いない。
　例えば、結果物がプログラムコードであれば、テストケースを充足するか否かをテストケースを実行することで
直ちに検証可能である。具体的に、テストケースをすべて充足すれば、得られたプログラムコードは要求を充足す
ると考えても良いだろう（実施はテストケースが完全か否かを確認する必要があるし、プログラムコードが酷い場
合もあるだろう）。一方、仮説構築、特許検索式のように、結果物をそこに至るまでの「プロセス」や「思考過程」
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で評価する必要があるものにはあまり向いていない。なぜなら得られた結果物が正しいか否かが、得られた結果物
のみからはすぐに検証できないからである。

　（5）　知的財産権の問題
　LLM の出力結果がなんらかの著作物に類似している場合、出力結果が第三者の著作権を侵害してしまう場合が
ある（10）。

3.知財実務・法務実務におけるAI の活用事例
　知財実務・法務実務におけるAI の活用事例について紹介する。

　3.1　特許文書の読解支援
　弊社では、今年の 4 月から最新の LLM を用いた特許文書の読解支援サービス「サマリア」を提供している。利
用者は、特許公報等の特許文書を読み込ませ、当該特許文書中の用語定義や用語同士の関連性を AI アシスタント
に質問できる。AI アシスタントは、質問に対する回答を利用者に提供する。利用者は、回答を参考に特許文書を
読解することにより、特許文書読解の作業負荷を軽減できる（図 8）。
　既に述べたとおり、LLM は、ハルシネーション問題や誤った回答や矛盾した回答を出力する問題、また、知的
財産権の問題を有している。一方、特許文書の読解支援サービスにおいては、LLM が回答する技術的なスコープ
を「特定の特許公報」に絞ることにより、LLMが誤った回答や矛盾した回答を行うことを抑制することに成功した。
　また、LLM の回答内容も特許公報の内容に絞ることにより、著作権等の知的財産権の問題が生じにくいサービ
スとしている。「サマリア」の詳細は、次の章において詳しく説明する。

図 8　LLMを用いた特許文書の読解支援

　3.2　AI 自動分類
　深層学習技術を用いた特許の自動分類・ノイズスクリーニングサービスは比較的多数の特許情報サービスベン
ダーから提供されている（11）,（12）,（13）,（14）。
　自動分類の利用手順を図 9に示す。基本的には、予め特定の特許文書に対して分類（分類ラベル、ノイズ有無な
どの識別情報）を示すタグを付与した教師データを用いて深層学習モデルを学習させる。当該深層学習モデルを用
いて、未知の特許文書に対して分類および分類精度を出力させるサービスである。
　オープンソースの汎用的なライブラリを用いて比較的少ない計算資源で精度が高い推論が行える点。また、分類
付与、ノイズスクリーニングに関するこれまで行ってきた業務プロセスを殆ど変更する必要はないため、深層学習
技術の特許実務への利活用においては有望な領域といえる。
　但し、従来の深層学習技術を用いた特許の自動分類においては多数の教師データを予め用意する必要があり手間
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がかかる問題点がある。なお、弊社の「サマリア」では、LLM を用いることにより教師データなしに分類付与を
行ったり、分類作成を行うことができるAI 自動分類機能を提案している。詳細は後述する。

図 9　深層学習技術を用いたAI 自動分類

　3.3　AI 特許検索
　特許検索における深層学習の利活用は近年注目を浴びている領域である。いくつかの特許情報サービスベンダー
からAI 特許検索サービスが提供されている（15）,（16）。
　AI 特許検索システムの具体的なサービス内容は、提供する特許情報サービスベンダーに応じて大きく異なるが、
システムの基本構成は概ね図 10 の通りである。特許庁における新規性・進歩性拒絶等の審査情報等に基づき予め
学習させた深層学習モデルを用いて、調査対象発明の特許請求の範囲（請求項 1）の入力に応じて、当該調査対象
発明に関連性が高い特許文献の候補を検索結果として提示するものである（17）。
　AI 特許検索は、比較的優れた検索結果が得られることで近年注目されつつある。一方、従来の特許検索では、
ある特定の検索式に対して、特許検索データベースに依存せずに一意の検索結果（検索集合）が得られるのに対し
て、AI 特許検索では得られる検索集合は深層学習モデルに依存する。そのため、同じ入力文（特許請求の範囲）
に対して得られる検索集合は、特許情報サービスベンダーごとに異なった集合となり通常、再現性はない。
　特許調査の調査報告書は「ある特定の検索集合に対して、関連性がある特許があったか否か」を明確に報告する
ものであるのに対して、AI 特許検索では再現性のある検索集合を特定できないため、そのような調査報告書は作
れない。
　そのため、AI 特許検索は、従来の特許調査実務を補完するサービスというよりは、全く異なる検索体験を利用
者に提供するサービスと位置づけた方が適切と考える。導入する利用者側の意識変革も今後重要である（18）。

図 10　深層学習技術を用いたAI 特許検索
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　3.4　AI 特許明細書作成
　深層学習技術を特許明細書作成に活用する試みが行われている（16）。
　システムの基本構成は概ね図 11 の通りであり、一般的な特許公報等に基づき予め学習させた深層学習モデルを
用いて、特許請求の範囲、また参考となるいくつかの特許公報等の入力に応じて、発明の詳細な説明を作成するも
のである。
　特許明細書の作成に関しては、技術的な難易度が高く実務家が利用できる実用的なサービスの実現にはまだ暫く
時間がかかることが想定される。

図 11　深層学習技術を用いたAI 明細書作成

　3.5　法務領域における活用事例
　法務領域においても LLMの利活用は検討されている。
　例えば、株式会社 LegalOn Technologies は、LLMを用いた契約書のレビューおよび条文修正を提案する機能を
発表している（17）。
　また、弁護士ドットコム株式会社は、チャットボットに法律相談が行える法律相談サービスを発表した（18）。過
去の無料法律相談データベースの内容を用いて、利用者からの質問に回答するという。

4.特許読解アシスタント「サマリア」
　4.1　「サマリア」の概要
　筆者が代表取締役を務める、パテント・インテグレーション株式会社は、今年の 4 月から最新の LLM 技術を用
いた特許文書の読解支援 AI アシスタント「サマリア」を提供している（2）。利用者は、ホームページからメールア
ドレスを入力し、アカウント登録することによりサービスを無料で利用できる。
　特許公報に代表される特許文書の読解は、新規出願時の従来技術調査、出願時の明細書の内容確認、特許出願後
の拒絶理由通知対応、クリアランス調査、無効資料調査など、多くの特許業務に共通して含まれている作業である。
　従来、特許の調査分析システム等は数多く存在していたものの、特許文書の読解を支援するサービスは存在しな
かった。利用者は「サマリア」を利用することにより、日本特許の読解において 20～30％、外国特許の読解にお
いては 40～60％程度の工数を削減できたとのアンケート結果が得られている。

　4.2　「サマリア」はどのようなことを実現するか？
　サマリアは、LLM 技術を活用することにより、従来、人間しか行うことができなかった以下の特許業務支援を
実現するものである。

　（1）　要約文（サマリ）作成
　予め用意した質問文に対する選択操作に基づき、読み込ませた特許文書の内容を整形した要約文書を利用者に提
示する（図 12）。利用者は、特許文書の全文を読むことなしに、特許文書の概要を短時間で把握できる。
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〔予め用意した質問文〕
・この発明をわかりやすく説明して
・請求項 1をわかりやすく説明して
・課題・解決手段をわかりやすく説明して
・この発明の課題と用途を説明して
・この発明の課題と解決手段を説明して
・特許文書の発明を簡潔に要約して

図 12　要約文（サマリ）作成

　（2）　特許文書の読解支援
　サマリアにおいて、利用者は、予め用意されている「質問文」と特許文書中の「キーワード」とを組み合わせて
質問文を作成し、AI アシスタントへ質問を行うことができる。AI アシスタントは、質問に対する回答内容を利用
者に提示する（図 13）。

図 13　用語どうしの関係性についての説明



大規模言語モデルの特許実務における利活用

パテント 2023 － 34 － Vol. 76　No. 13

　利用者は、特許文書中の用語の意味を確認したり、複数の用語どうしの関係性が特許文書中でどのように規定さ
れているのか、短時間で把握できる。
　また、利用者は、複数の特許文書（例えば、特許公報 1 と特許公報 2）を読み込ませることにより、複数の特許
文書を跨がった質問に対する回答を得ることもできる（図 14）。例えば、特許公報 1 における用語 A と、特許公
報 2における用語Bの一致点、相違点を回答させることができる。
　先行技術調査、拒絶理由対応において各文献の一致点、相違点を短時間で把握したい場合に便利な機能である。

図 14　用語どうしの関係性についての説明

　（3）　ノイズスクリーニング支援
　従来、クリアランス調査、無効資料調査などの際に、調査対象と関連度が低いノイズ特許を除外する「ノイズス
クリーニング」という作業に多くの時間を要していた。

【主な利用シーン】

業務 利用シーン

クリアランス調査
自社製品に関する他社特許調査時のノイズ特許スク
リーニング

被侵害品調査
自社特許に対する他社製品調査時のノイズ特許スク
リーニング

無効資料調査
無効化対象発明に関する無効資料調査時のノイズ特許
スクリーニング

従来技術調査
対象発明に関する従来技術調査時のノイズ特許スク
リーニング

　サマリアにおいて、利用者は「製品仕様（クリアランス調査）」または「対象発明（無効資料調査）」を記述した
文書を入力する。AI アシスタントは、入力文書に応じて対象特許との「関連度」、「関連度の理由」、「相違点」を
含む回答内容を利用者に提示する（図 15）。利用者は、「関連度」、「関連度の理由」、「相違点」を、ノイズスクリー
ニングの参考情報として活用できる。
　なお、従来、深層学習技術を用いて「関連度」の数値のみを回答内容として出力する情報サービスは存在した
が、関連度の理由、相違点を含めて人間の調査担当者のように回答するサービスは存在しなかった。
　サマリアは、関連度に加えて検討理由まで回答してくれるため、知財担当者の作業負荷を大幅に軽減できる。こ
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のような回答も LLMにより初めて可能になったことである。

図 15　ノイズスクリーニング支援

　（4）　分類付与支援
　従来、自社特許ポートフォリオ整理、他社特許解析などの際に、特許文書に対する分類付与（タグ付け）作業に
多くの時間を要していた。
　サマリアにおいて、利用者は「分類定義」を記述した文書を入力する。AI アシスタントは、「特許文書（請求項
1、特許請求の範囲、全文など利用者は自由に選択できる）」の内容を解析し、適した「分類」「関連度」「検討結
果」を含む回答内容を利用者に提示する（図 16）。
　利用者は、「分類」、「関連度」、「検討結果」を、分類付与の参考情報として活用できる。
　なお、従来、深層学習技術を用いて「分類」や「関連度」の数値のみを回答内容として出力する情報サービスは
存在したが、検討結果を含めて人間の調査担当者のように回答するサービスは存在しなかった。
　サマリアは、付与分類に加えて検討理由まで回答してくれるため、知財担当者の作業負荷を大幅に軽減できる。

　（5）　分類作成支援
　従来、特許文書に対する分類付与（タグ付け）作業が行われていたが、そもそも、どのように特許文書を「分類
する」かは、知財担当者ごとのの経験値とセンスといった暗黙知により行われており、「分類作成」自体に多大な
労力を要していた。
　サマリアにおいて、利用者は「課題、用途、技術分野、効果」などの「分類種別（分類軸）」を記述した文書を
入力する。AI アシスタントは、「特許文書（請求項 1、特許請求の範囲、全文など利用者は自由に選択できる）」
を解析し、分類種別に沿って特許文書の内容に適した「分類名」「分類種別」「検討結果」を含む回答内容を利用者
に提示する（図 17）。
　利用者は、「分類名」「分類種別」「検討結果」を、分類付与の参考情報として活用できる。
　サマリアは、分類名に加えて検討理由まで回答するため、知財担当者の作業負荷を大幅に軽減できる。
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　（6）　発明評価支援
　従来、届出発明の特許出願決定のための発明評価（ランク付け）や、登録特許の権利維持決定のための発明評価
は、企業、大学等の知財担当者による人手により専ら行われてきた（21）。

【主な利用シーン】

業務 利用シーン

届出発明の評価 出願要否検討時の届出発明の評価（ランク付け）

登録特許の評価 権利維持要否検討時の登録特許の評価（ランク付け）

　サマリアにおいて、利用者は「評価項目」ごとの「評価基準」を記述した文書を入力する。AI アシスタントは、
「特許文書（請求項 1、特許請求の範囲、全文など利用者は自由に選択できる）」の内容を解析し、評価基準に沿っ
て特許文書の内容を評価した「評価結果（ランク）」「評価理由」を含む回答内容を利用者に提示する（図 18）。
　なお、「サマリア」において「評価結果」は知財制度に関する一般的な回答に留まる。知財担当者は出力された
回答内容を参考に、自身で評価を行う必要がある。その場合にも、「サマリア」から出力された回答内容は参考情
報として価値がある。
　サマリアは、評価項目ごとの評価結果に加えて評価理由まで回答するため、知財担当者の作業負荷を大幅に軽減
できる。

　4.3　特許情報サービスにおける注意点
　生成 AI を活用した情報サービスの利活用において注意すべき点としては、特許情報サービスを利用した場合に
おいても弁理士法 75 条（弁理士又は弁理士法人でない者の業務の制限）を遵守しなければならない点である。
　具体的に、情報サービスは、弁理士ではない者が、弁理士法 75 条第 1 項に規定する「鑑定」および「政令（弁

図 16　分類付与支援

図 17　分類作成支援
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理士法施工令第八条）で定める書類若しくは電磁的記録の作成（書類作成）」を行うものであってはならない。
　但し、書類作成に関して、経済産業省のグレーゾーン解消制度における新事業活動に関する確認の求めに対する
回答（22）がなされており、「…本件システムを用いた書類作成行為は弁理士の監督下で行われており、弁理士法違反
とならない…」と述べられている。
　つまり、情報サービスの提供先を弁理士に限定し、弁理士の監督下において利用される限りにおいては、弁理士
法 75 条第 1 項に規定する「鑑定」および「政令（弁理士法施工令第八条）で定める書類若しくは電磁的記録の作
成（書類作成）」を行うことができる。
　生成 AI を利用する場合も、「鑑定」および「政令（弁理士法施工令第八条）で定める書類若しくは電磁的記録
の作成（書類作成）」は、弁理士のみが行うことができる業務という点に変わりはない。

5.AI 技術が知財実務へ与える影響
　最後に、AI 技術が知財実務へどのような影響を与えるのか、筆者の研究結果を紹介する。

図 18　発明評価支援
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　5.1　どのような影響を与えるか？
　ChatGPT に代表される LLM 技術は、程度の差はあるものの、ホワイトカラーの仕事すべてに影響を与えると
いわれている（3）。当然、知財業務も例外ではない。なお、ChatGPT の日米比較による、日本における ChatGPT
の利用率は 7％であるのに対し、米国では 51％であり利用率には大きな差がある（23）。日本では、話題になってい
るものの実際に活用している人はまだまだ少数派である。

　5.2　AI によりなくなる仕事
　先行研究によると、米国の労働者の約 8 割は業務の 1 割が代替され、2 割は業務の 5 割が代替されるとの報告が
ある（24）。また、どの程度代替されるのかは、業務内容、職種により大きく相違する点が指摘されている。
　影響が大きい業務としては、データ処理サービス、情報サービス、出版、保険サービス、情報処理、テキスト
ベースの作業、24 時間 365 日稼働する必要があるものとされている。
　影響が大きい職種としては、数学者、税務申告書作成者、作家、ウェブデザイナー、会計士、ジャーナリスト、
法務秘書、通訳・翻訳、カスタマーサポート、ライティング、コンテンツ制作とされている。
　影響が小さい業務としては、クリエイティブな作業、高度な専門知識とスキルが要求される業務、対人スキルが
要求される業務、物理的な作業とされている。
　影響が小さい職種としては、芸術家、デザイナー、医師、弁護士、建築家、音楽家、グラフィックデザイナー、
検索マーケティングアナリスト、財務マネージャー、教師、カウンセラー、調理師、皿洗い、大工、庭師、シェフ
とされている。

　5.3　知財実務・知財職種への影響
　先行研究（24）では、業務、職業、業界における業務代替性についてアンケート結果（Human Rating）と、
ChatGPT（GPT-4）による評価結果との比較も行っている。比較結果は、図 19 に示す通り概ね正の相関が認めら
れ、個別職種ごとの業務代替性についてはChatGPTによる評価結果を参考情報として利用できることが示唆される。

図 19　アンケート調査と LLMの評価結果の比較（C

　そこで、本稿では、筆者が行った ChatGPT を利用した知財実務・知財職種への影響評価の結果を紹介する。な
お、LLM による出力結果は、「シミュレーション」というよりは「アンケート結果」に近く、原理や現象に基づき
未来を予測するものではない。

　（1）　知財業務ごとの代替可能性
　ChatGPTを利用した、知財業務ごとの代替可能性（LLMが知財業務の仕事をどの程度代替することが可能か？）
を、表 1に示す。
　全体的な傾向としては、対人業務（ライセンス交渉、訴訟対応）等の非定型業務は影響が小さく、調査・翻訳業
務などの定型性の強い業務（決まった型どおり行われる業務）は影響が大きいという結果となった。
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表 1　知財業務ごとの代替可能性

業務内容
代替
割合

代替できる理由
（ChatGPT の回答結果）

特許明細書の執筆 5
これは高度な専門知識と戦略的な洞察力を必要とする作業であり、現在
の LLMでは困難です。

発明発掘 10
LLM はブレインストーミングの一環として使用できるかもしれません
が、実際の発明の発掘は人間の視点が重要でしょう。

従来技術調査 40
特許データベースを検索し、特定の技術に関する情報を抽出するのには
役立つかもしれませんが、その結果を解釈する能力は限定的です。

他社特許抵触調査
（FTO調査）

30
特許の検索と初期の分析には利用できるかもしれませんが、完全な
FTO調査は専門知識を必要とします。

パテントクリアランス 30
初期の特許検索や情報収集には役立つかもしれませんが、全体のプロセ
スは専門的な知識を必要とします。

特許明細書の作成 30
初稿の作成や一部の改訂には利用できますが、専門的な知識と独自の視
点を必要とします。

拒絶理由通知への対応 20
理由通知の初期解析には役立つかもしれませんが、適切な対応策を立案
するには専門的な知識が必要です。

知財ライセンス交渉 5
ライセンスに関する基本的な情報を提供することは可能ですが、実際の
交渉は人間の能力が必要です。

特許翻訳 50
LLM はある程度の翻訳能力を持っていますが、特許のような専門的な
ドキュメントに対する精度は完全ではありません。

知財契約書作成 20
基本的な契約書の初稿を作成することは可能ですが、法的精度や特定の
ケースへの適用性は専門家の見解が必要です。

知財訴訟対応 10
訴訟文書の初稿を作成したり、関連情報を検索したりすることは可能で
すが、訴訟全体に対する対応は専門的な知識を必要とします。

　（2）　知財職種ごとの代替可能性
　ChatGPTを利用した、知財職種ごとの代替可能性（LLMが知財職種の仕事をどの程度代替することが可能か？）
を、表 2に示す。
　基本的には、職種ごとの代替可能性は、職種に含まれる業務ごとの代替可能性に基づき定まるため、知財訴訟を
行う特許弁護士は影響が小さく、特許調査者などは影響が大きいという結果となった。
　また、特許事務所における弁理士と、企業内の知財管理担当者とを比較すると、担当する業務の種類（要求され
るスキル）が多岐にわたる職種は影響が小さく、専門性が多少高くても要求されるスキルの種類が少ない場合は影
響が大きいという結果となった。
　これは、企業内の知財担当者においては、一部の業務が AI により大きく代替されても、職務全体としては大き
な影響を受けないのに対して、事務所弁理士であれば明細書執筆、中間処理などごく一部の業務が AI により代替
されるだけでも職務全体に大きな影響を与えることを意味する。

表 2　知財職種ごとの代替可能性

業務内容
代替
割合

代替できる理由
（ChatGPT の回答結果）

特許明細書を執筆する
特許弁理士

30
大規模言語モデルは、特許明細書の初稿を生成したり、関連情報を検索
したりすることが可能ですが、その複雑さと専門性を考慮すると、この
仕事の約 30%を代替することができると考えられます。
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商標業務を行う商標弁
理士

20
大規模言語モデルは、商標の申請書類の初稿を作成したり、既存の商標
を検索したりすることが可能です。しかし、全体の業務に対しては約
20%の作業を代替できると推定されます。

特許を調査する特許調
査者

40

特許データベースを検索し、特定の特許に関する情報を抽出するという
点では、大規模言語モデルは効果的に使用できるでしょう。しかし、検
索結果を解釈し、分析するのは依然として人間の役割です。この仕事の
約 40%を代替できると推定されます。

企業内の知財管理業務
を行う知財担当者

20

知財管理には多くの異なるタスクが含まれます。一部の作業、例えばド
キュメント管理や追跡、初期の研究などは大規模言語モデルによって補
助することが可能です。しかし、全体的にはこの業務の約 20% を代替で
きると推定されます。

知財訴訟を行う特許弁
護士

10

特許訴訟は高度に専門的な知識と戦略的な判断が求められる領域であ
り、その大部分は現在の大規模言語モデルでは対応できません。しかし、
訴訟文書の初稿作成や関連情報の検索には利用することができるでしょ
う。全体としては、この仕事の約 10%を代替できると推定されます。

　（3）　知財実務へ与える影響について
　ChatGPT に代表される LLM 技術は、社会へ大きな影響を与えることが予想される。知財実務に対しても例外
なく大きな影響がある。
　一方、現時点での LLM 技術が現実的に代替可能な業務プロセスは知財実務の一部に留まる。LLM 技術には得
意な点、不得意な点があり、その点を考慮しつつ用途を限定して上手に活用していくことが望ましい。
　なお、既に説明した通り、弁理士法 75 条第 1 項に規定する「鑑定」および「政令（弁理士法施工令第八条）で
定める書類若しくは電磁的記録の作成（書類作成）」は弁理士のみが行い得る業務であり無資格者は行い得ない。
　有資格者である弁理士は、自身の専門性を研鑽するとともに、生成 AI などの最先端の情報処理サービスを適切
に使いこなし、顧客に対して有益な知財サービスを提供することが今後ますます重要になると考える。
　弁理士は、自身の保有資格に甘んずることなく、これまで以上に自身の専門性を高めていくことが期待される。

6.まとめ
　本稿では、AI・深層学習技術の歴史を概観し、深層学習技術と生成 AI、LLM 等の位置づけを振り返った。ま
た、ChatGPT に代表される大規模言語モデル（LLM）が可能にしたこと、基本的な使い方、特許実務における活
用方法として、明細書作成時の基礎情報の収集、クレームツリーの作成、拒絶理由通知の解析等の事例を紹介し
た。これ以外にも、知財実務における LLM の活用用途は多岐にわたると考える。また、今年の 4 月から提供を開
始した LLM を利用した特許読解支援 AI アシスタント「サマリア」が提供する機能を紹介した。いずれも、従来
人間でなければ行えなかった作業を行わせることができる革新的なものである。また、最後に、LLMが知財実務・
知財職種へ与える影響に関する調査結果を報告した。
　AI は、仕事だけに限らず我々の私生活、社会生活に大きな影響を与えると考える。例えば、我々は人生の多く
の時間を家族などのパートナーと過ごしているが、将来的に最も多くの時間を過ごすパートナーは AI（パート
ナーロボット）となることは間違いないだろう。このような中で、知財の専門家である弁理士は、自身の業務の質
を向上し、より良い価値を顧客へ提供するために、LLM に代表される先進的な AI 技術を自身の業務に取り込ん
でいく必要があると考える。
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